
○ 「支給率早見表」と「支給額早見表」 

「支給率早見表」支給率算定の目安としてください 

 

賃金の低下率 

 

 

支給率 

 

 

 

賃金の低下率 

 

 

支給率 

 

75%以上 0.00%  67.5%  7.26% 

74.5% 0.44%  67.0%  7.80% 

74.0% 0.88%  66.5%  8.35% 

73.5% 1.33%  66.0%  8.91% 

73.0% 1.79%  65.5%  9.48% 

72.5% 2.25%  65.0% 10.05% 

72.0% 2.72%  64.5% 10.64% 

71.5% 3.20%  64.0% 11.23% 

71.0% 3.68%  63.5% 11.84% 

70.5% 4.17%  63.0% 12.45% 

70.0% 4.67%  62.5% 13.07% 

69.5% 5.17%  62.0% 13.70% 

69.0% 5.68%  61.5% 14.35% 

68.5% 6.20%  61%以下 15.00% 

68.0% 6.73%    

 

「支給額早見表」（令和 6年 8 月 1日現在）支給額算定の目安としてください。 

60歳以降 

各月の賃金 

60歳到達時等賃金月額（賃金日額×30日分） 

494,700

円以上 
45 万 40 万 35 万 30 万 25 万 20 万 15 万 

36 万       0      0      0      0      0      0 

35 万      0

    0

      0      0      0      0      0      0 

34 万 20,264     0      0      0      0      0      0      0 

33 万 26,796  4,917      0      0      0      0      0      0 

32 万 33,344 11,456      0      0      0      0      0      0 

31 万 39,897 17,980      0      0      0      0      0      0 

30 万 45,000 24,510      0      0      0      0      0      0 

29 万 43,500 31,059  6,525      0      0      0      0      0 

28 万 42,000 37,576 13,076      0      0      0      0      0 

27 万 40,500 40,500 19,602      0      0      0      0      0 

26 万 39,000 39,000 26,130    0      0      0      0      0 

25 万 37,500 37,500 32,675  8,175      0      0      0      0 

24 万 36,000 36,000 36,000 14,688      0      0      0      0 

23 万 34,500 34,500 34,500 21,229      0      0      0      0 

22 万 33,000 33,000 33,000 27,764  3,278      0      0      0 

21 万 31,500 31,500 31,500 31,500  9,807      0      0      0 

20 万 30,000 30,000 30,000 30,000 16,340      0      0      0 

19 万 28,500 28,500 28,500 28,500 22,876      0      0      0 

18 万 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000  4,896      0      0 

17 万 25,500 25,500 25,500 25,500 25,500 11,441      0      0 

16 万 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000 17,968      0      0 

 

 

 

13,755

7,200

第 11 章 介護休業給付について 

 

１ 介護休業給付とは 

配偶者や父母、子等の対象家族を介護するための休業を取得した被保険者について、

介護休業期間中の賃金が休業開始時の賃金と比べて 80％未満に低下した等、一定の

要件を満たした場合に、ハローワークへの支給申請により、支給されるものです。 

改正雇用保険法等の施行により、平成 29 年１月１日以降に新たに取得する介護休

業については、93 日を限度に３回までの分割取得が可能となりました。また、65 歳

以上の高年齢被保険者も介護休業給付金の対象となりました。さらに、対象家族の範

囲についても拡大され、同居・扶養していない祖父母、兄弟姉妹及び孫も対象となり

ました。 

 

２ 介護休業給付の基本的な流れ 

（以下の図は、事業主を経由して手続を行うという流れを示しています。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護休業開始（介護休業給付支給対象期間開始） 

対象家族につき一の介護休業終了（介護休業期間が３か月以上にわたるときは３か月を経過する日まで） 

支給（不支給）決定を受け、支給決定通知書を交付 

受給資格確認と支給申請を同時に行う 
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３ 介護休業給付金について 

（1）受給資格は・・・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期間雇用者（期間を定めて雇用される者）の方は、上記イ及びロに加え、休業

開始時において、次の要件に該当しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

イ 家族を介護するために、「介護休業」を取得した被保険者（※）である

こと。（※）被保険者とは、一般被保険者及び高年齢被保険者をいいま

す。以下、第 11章において同じです。 

（ｲ）ここでいう「介護休業」とは、職場復帰を前提に取得するものを

いい、休業取得時に退職が確定（予定）している休業は支給の対

象となりません。 

（ﾛ）期間雇用者も支給対象となります。 

※ 同一の対象家族について、93 日を限度に３回までに限り介護休業給付の支給対

象となります。 

ロ 介護休業を開始した日の前２年間に、賃金支払基礎日数が 11 日以上

ある完全月（※）が通算して 12 か月以上（原則、介護休業を開始した

日の前２年間に、賃金支払基礎日数が 11日以上必要。12か月ない場合

は、完全月で賃金の支払の基礎となった時間数が 80 時間以上の月を１

か月として取り扱うこととする）あること。 

※ 過去に基本手当の受給資格や高年齢受給資格の決定を受けたことのある方に

ついては、基本手当の受給資格決定や高年齢受給資格決定を受けた後のものに限

ります。 

同一事業主のもとで介護休業開始予定日から起算して 93 日を経過する日

から６か月を経過する日までに、その労働契約（労働契約が更新される場

合にあっては、更新後のもの）が満了することが明らかでないこと。 

職場復帰 介護休業開始 

例 示 

休業開始前２年間 支給対象 

賃金支払基礎日数 11日以上または、賃金の支払いの 

基礎となった時間数が 80時間以上ある月が 12か月 
３か月間 
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３ 介護休業給付金について 

（1）受給資格は・・・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期間雇用者（期間を定めて雇用される者）の方は、上記イ及びロに加え、休業

開始時において、次の要件に該当しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

イ 家族を介護するために、「介護休業」を取得した被保険者（※）である

こと。（※）被保険者とは、一般被保険者及び高年齢被保険者をいいま

す。以下、第 11章において同じです。 

（ｲ）ここでいう「介護休業」とは、職場復帰を前提に取得するものを

いい、休業取得時に退職が確定（予定）している休業は支給の対

象となりません。 

（ﾛ）期間雇用者も支給対象となります。 

※ 同一の対象家族について、93 日を限度に３回までに限り介護休業給付の支給対

象となります。 

ロ 介護休業を開始した日の前２年間に、賃金支払基礎日数が 11 日以上

ある完全月（※）が通算して 12 か月以上（原則、介護休業を開始した

日の前２年間に、賃金支払基礎日数が 11日以上必要。12か月ない場合

は、完全月で賃金の支払の基礎となった時間数が 80 時間以上の月を１

か月として取り扱うこととする）あること。 

※ 過去に基本手当の受給資格や高年齢受給資格の決定を受けたことのある方に

ついては、基本手当の受給資格決定や高年齢受給資格決定を受けた後のものに限

ります。 

同一事業主のもとで介護休業開始予定日から起算して 93 日を経過する日

から６か月を経過する日までに、その労働契約（労働契約が更新される場

合にあっては、更新後のもの）が満了することが明らかでないこと。 

職場復帰 介護休業開始 

例 示 

休業開始前２年間 支給対象 

賃金支払基礎日数 11日以上または、賃金の支払いの 

基礎となった時間数が 80時間以上ある月が 12か月 
３か月間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護休業給付金は、以下の①および②を満たす介護休業について、同一の対象家族につ

いて 93日を限度に３回までに限り支給されます。 

① 負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障害により、２週間以上※１にわたり常時

介護（歩行、排泄、食事等の日常生活に必要な便宜を供与すること。）を必要とする状

態にある家族※２を、介護するための休業であること。 

※１ ここでいう「２週間以上」とは、対象介護休業の期間ではなく、対象家族が常時

介護を必要とする期間です。 

※２ 被保険者の、配偶者（事実上の婚姻関係と同様の状況の者を含む。）、父母（養父

母を含む。）、子（養子を含む。）、配偶者の父母、被保険者の祖父母、兄弟姉妹、孫 

② 被保険者が、その期間の初日及び末日とする日を明らかにして事業主に申し出を行

い、これによって被保険者が実際に取得した休業であること。 

対象となる介護休業について 

 

 

同一の対象家族について２回の介護休業給付金を受ける例 

職場復帰 受給資格発生 

例 示 

休業開始前２年間 介護休業期間 

賃金支払基礎日数 11日以上または、賃金の支払いの 

基礎となった時間数が 80時間以上ある月が 12か月 

60日間支給 

 

介護休業期間 

同一の対象家族についての 

２回目の介護休業 

33日間まで支給可能 
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（2）支給要件は・・・・・ 

介護休業開始日から起算して１か月ごとに区切った場合（区切られた１か月の間

に介護休業終了日が含まれる場合は、その介護休業終了日まで）の各期間（これを

「支給単位期間」といいます。）について、次の要件をすべて満たしている場合に支

給対象（これを「支給対象期間」といいます。）となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「支給単位期間に支給された賃金額」とは 

支給単位期間中に支給された賃金とは、「その期間に支払日のあるもの」を

いいます。 

ただし、介護休業期間外を対象としているような賃金や対象期間が不明確

な賃金は含めず、原則として介護休業期間中を対象としていることが明確な

賃金の額のみとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 支給単位期間の初日から末日まで継続して被保険者資格を有していること。 

ロ 支給単位期間に、就業していると認められる日数が１０日以下であること。 

（介護休業終了等により、１か月に満たない支給単位期間については、就業してい

ると認められる日数が１０日以下であるとともに、介護休業による全日休業日が１

日以上あれば、当該要件を満たします。また、この全日休業日には、日曜日・祝祭

日のような事業所の所定労働日以外の日を含みます。） 

ハ 支給単位期間に支給された賃金額※が、休業開始時の賃金月額の 80％未満であ

ること。 

賃金支払日（4/25） 

支給対象期間その１ 

例 示  

賃金締切日 20日 賃金支払日 25日 休業開始日４月 15日の場合 

４月 15日～５月 14日 ５月 15日～６月 14日 

支給対象期間その２ 

賃金支払日(5/25) 

（３月 21日～４月 20日分） （４月 21日～５月 20日分） 

解説：４月 25日に支払われた賃金の中には、３月 21日～４月 14日を対象

とした給与・手当等が含まれているため、「支給対象期間その１」に

は、介護休業期間中を対象としていることが明確な賃金のみを計上

することとしてください。 
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（2）支給要件は・・・・・ 

介護休業開始日から起算して１か月ごとに区切った場合（区切られた１か月の間

に介護休業終了日が含まれる場合は、その介護休業終了日まで）の各期間（これを

「支給単位期間」といいます。）について、次の要件をすべて満たしている場合に支

給対象（これを「支給対象期間」といいます。）となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「支給単位期間に支給された賃金額」とは 

支給単位期間中に支給された賃金とは、「その期間に支払日のあるもの」を

いいます。 

ただし、介護休業期間外を対象としているような賃金や対象期間が不明確

な賃金は含めず、原則として介護休業期間中を対象としていることが明確な

賃金の額のみとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 支給単位期間の初日から末日まで継続して被保険者資格を有していること。 

ロ 支給単位期間に、就業していると認められる日数が１０日以下であること。 

（介護休業終了等により、１か月に満たない支給単位期間については、就業してい

ると認められる日数が１０日以下であるとともに、介護休業による全日休業日が１

日以上あれば、当該要件を満たします。また、この全日休業日には、日曜日・祝祭

日のような事業所の所定労働日以外の日を含みます。） 

ハ 支給単位期間に支給された賃金額※が、休業開始時の賃金月額の 80％未満であ

ること。 

賃金支払日（4/25） 

支給対象期間その１ 

例 示  

賃金締切日 20日 賃金支払日 25日 休業開始日４月 15日の場合 

４月 15日～５月 14日 ５月 15日～６月 14日 

支給対象期間その２ 

賃金支払日(5/25) 

（３月 21日～４月 20日分） （４月 21日～５月 20日分） 

解説：４月 25日に支払われた賃金の中には、３月 21日～４月 14日を対象

とした給与・手当等が含まれているため、「支給対象期間その１」に

は、介護休業期間中を対象としていることが明確な賃金のみを計上

することとしてください。 

 

（3）支給対象期間は・・・・・ 

介護休業給付金の支給対象期間は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 介護休業開始日から１か月ごとに区切った期間を単位として、一回

の介護休業期間は最長３か月となるため、一回の介護休業につき、最

大３支給単位期間を支給。 

 

ロ ３か月を経過するまでに介護休業を終了し職場復帰をした場合は、

介護休業を終了した日まで。なお、93日を限度に３回までに限り支給。 

介護休業開始

例 示 

介護休業開始日 ３月５日    介護休業終了日 ５月 21日 

その１ 

支給単位期間 

3/5 4/5 5/5 7/31 

解説： 上記のような事例では、介護休業開始後３か月を経過するまでの間

に職場復帰をしているため、介護休業終了日（＝５月 21日）までの期

間が支給対象となります。 

また、最後の支給単位期間（５月５日～５月 21日）については、就

業していると認められる日が 10 日以下であるとともに、介護休業に

よる全日休業日が１日以上あれば支給対象となります。 

また、介護休業給付の申請は、「対象介護休業の終了日の翌日から起

算して２か月を経過する日の属する月の末日まで」となっていること

から、この場合の支給申請期限は７月 31日までとなります。 

その２ その３ 

介護休業終了日 
5/21 

支給申請期限 
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（4）支給額は・・・・・ 

① 休業期間中に賃金が支払われていない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 休業期間中に事業主から賃金が支払われている場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   なお、休業開始時賃金月額には、上限額および下限額があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※¹ 支給日数について 

○ 休業終了日を含まない支給単位期間･･･････30 日 

○ 休業終了日を含む支給単位期間･･･････････暦の日数（最後の支給単位期

間の初日から休業終了日まで

の日数） 

  

 

イ 支給単位期間が１か月ある場合（最後の支給単位期間を除く。） 

支給額＝休業開始時賃金日額×支給日数（30 日※¹）×67％ 

ロ 最後の支給単位期間（職場復帰等による休業終了日を含む。）の場合 

支給額＝休業開始時賃金日額×支給日数（暦の日数※¹）×67％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

イ 支払われた賃金が、休業開始時賃金月額の 13％以下の場合 

支給額＝休業開始時賃金日額×支給日数×67％ 

ロ 支払われた賃金が、休業開始時賃金月額の 13％超～80％未満の場合 

支給額＝休業開始時賃金日額×支給日数の 80％相当額と賃金の差額を支給。 

ハ 支払われた賃金が、休業開始時賃金月額の 80％以上の場合 

支給額＝支給されません。 

上限額 518,100円※（令和 6年 7月 31日までは 509,400円） 

下限額   86,070円※（令和 6年 7月 31日までは 82,380円） 

※ 上限額及び下限額は、毎年 8月 1日に変更される場合があります。 

令和 6 年 8月 1 日現在の賃金月額の上限額と下限額 
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（4）支給額は・・・・・ 

① 休業期間中に賃金が支払われていない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 休業期間中に事業主から賃金が支払われている場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   なお、休業開始時賃金月額には、上限額および下限額があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※¹ 支給日数について 

○ 休業終了日を含まない支給単位期間･･･････30 日 

○ 休業終了日を含む支給単位期間･･･････････暦の日数（最後の支給単位期

間の初日から休業終了日まで

の日数） 

  

 

イ 支給単位期間が１か月ある場合（最後の支給単位期間を除く。） 

支給額＝休業開始時賃金日額×支給日数（30 日※¹）×67％ 

ロ 最後の支給単位期間（職場復帰等による休業終了日を含む。）の場合 

支給額＝休業開始時賃金日額×支給日数（暦の日数※¹）×67％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

イ 支払われた賃金が、休業開始時賃金月額の 13％以下の場合 

支給額＝休業開始時賃金日額×支給日数×67％ 

ロ 支払われた賃金が、休業開始時賃金月額の 13％超～80％未満の場合 

支給額＝休業開始時賃金日額×支給日数の 80％相当額と賃金の差額を支給。 

ハ 支払われた賃金が、休業開始時賃金月額の 80％以上の場合 

支給額＝支給されません。 

上限額 518,100円※（令和 6年 7月 31日までは 509,400円） 

下限額   86,070円※（令和 6年 7月 31日までは 82,380円） 

※ 上限額及び下限額は、毎年 8月 1日に変更される場合があります。 

令和 6 年 8月 1 日現在の賃金月額の上限額と下限額 

また、以下の支給上限額により、減額される場合や支給されない場合もありま

すので、あらかじめご了承ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）受給資格の確認・申請は・・・・・ 

雇用する被保険者が介護休業給付の支給を受けるときは、以下の手続が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体例：休業開始時の賃金日額が 7,000円（賃金月額は 21万円）であって、 

① 支給単位期間中に賃金が支払われていない場合（13％以下） 

→ 支給額＝7,000円×30日×67％＝140,700 円 

② 支給単位期間に賃金が 15万円支払われた場合（13％超～80％未満） 

→ 休業開始時賃金月額の 80％＝7,000円×30×80％＝168,000円 

支給額＝168,000円－150,000円＝18,000 円 

③ 支給単位期間に賃金が 17万円支払われた場合（80％以上） 

→ 支給されません。 

届出書類･･･「雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書（介護）」 

「介護休業給付金支給申請書」 

提出期限･･･ 

  （1）賃金月額証明書 

被保険者が「介護休業給付金支給申請書」を提出する日まで。ただし、事

業主を経由して「介護休業給付金支給申請書」を提出する場合には、その支

給申請書と同時に（支給申請書の提出期限までに）提出することができます。 

 （2）介護休業給付金支給申請書 

各介護休業終了日（介護休業期間が 3か月以上にわたるときは介護休業開

始日から起算して 3か月を経過した日）の翌日から起算して 2か月を経過す

る日の属する月の末日まで 

届 出 先･･･事業所の所在地を管轄するハローワーク 

持参するもの･･･ 

○ 賃金台帳、出勤簿（タイムカード）、労働者名簿、雇用契約書など 

○ 本人が事業主に提出した介護休業申出書 

○ 介護対象家族の氏名・性別・生年月日及び被保険者との続柄等が分かる 

書類の写し（住民記載事項証明書など） 

※介護休業給付金支給申請書は、マイナンバーを記載して提出してください。 

支給上限額 347,127 円※（令和 6 年 7 月 31日まで 341,298 円） 

※ 支給限度額及び最低限度額は、毎年 8月 1 日に変更される場合があります。 

令和 6 年 8月 1日現在支給上限額について 
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支給申請は、一回の介護休業ごとに、支給対象期間（最大３か月分）すべてにつ

いて、まとめて行います。 

 

 

 

 

 

 

 

また、支給申請期限は、各介護休業終了日（介護休業期間が３か月以上にわたる

ときは介護休業開始日から起算して３か月を経過した日）の翌日から起算して２か

月を経過する日の属する月の末日までです。 

※ 注意してください！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6）支給申請の結果は・・・・・ 

支給申請後は、支給の可否及び支給額を記載した「介護休業給付金支給・不支給

決定通知書」を交付いたしますので、必ず被保険者に対して交付してください。 

 

（7）給付金の口座振込みは・・・・・ 

支給決定された給付金は、支給決定日（支給決定通知書に印字されています。）か

ら約１週間後に、申請者本人が指定した金融機関の本人名義の普通預金（貯金）口

座に振り込まれます。 

また、振込者名は、「コウセイロウドウショウ ショクギョウアンテイキョク」と

なります（金融機関によっては、振込者名の表示が途切れたりする場合があります）。 

 

３か月  ３か月 

例示 ６か月間介護休業を取得した場合 

実際の介護休業期間 

職場復帰 

支給申請期間ではありません 
 ３か月 

給付金受給 

支給申請期間 

注意：介護休業開始日から３か月を経過した日以後も、引き続き介護休業を

取得している場合の支給申請期限には、ご注意ください。 

介護休業開始

その１ 

支給単位期間 

5/15 6/15 7/15 10/31 

その２ 

３か月経過の日 
8/15 

その３ 支給申請期間 
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支給申請は、一回の介護休業ごとに、支給対象期間（最大３か月分）すべてにつ

いて、まとめて行います。 

 

 

 

 

 

 

 

また、支給申請期限は、各介護休業終了日（介護休業期間が３か月以上にわたる

ときは介護休業開始日から起算して３か月を経過した日）の翌日から起算して２か

月を経過する日の属する月の末日までです。 

※ 注意してください！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6）支給申請の結果は・・・・・ 

支給申請後は、支給の可否及び支給額を記載した「介護休業給付金支給・不支給

決定通知書」を交付いたしますので、必ず被保険者に対して交付してください。 

 

（7）給付金の口座振込みは・・・・・ 

支給決定された給付金は、支給決定日（支給決定通知書に印字されています。）か

ら約１週間後に、申請者本人が指定した金融機関の本人名義の普通預金（貯金）口

座に振り込まれます。 

また、振込者名は、「コウセイロウドウショウ ショクギョウアンテイキョク」と

なります（金融機関によっては、振込者名の表示が途切れたりする場合があります）。 

 

３か月  ３か月 

例示 ６か月間介護休業を取得した場合 

実際の介護休業期間 

職場復帰 

支給申請期間ではありません 
 ３か月 

給付金受給 

支給申請期間 

注意：介護休業開始日から３か月を経過した日以後も、引き続き介護休業を

取得している場合の支給申請期限には、ご注意ください。 

介護休業開始

その１ 

支給単位期間 

5/15 6/15 7/15 10/31 

その２ 

３か月経過の日 
8/15 

その３ 支給申請期間 

４ その他 

（1）受給中に本人が死亡したとき 

死亡した月（日）の前月（前の支給対象期間）までについて、生計を同じにして

いた遺族の方が支給申請を行うことができます（ただし、死亡日が支給対象期間の

末日の場合は、死亡日を含む期間も支給申請を行うことができます）。 

これを、未支給介護休業給付といいます。 

この請求は、死亡した日の翌日から起算して６か月以内にする必要があります。 

詳しくは、事業所を管轄するハローワークにお問い合わせください。 

 

（2）不正を行ったとき 

本来は、介護休業給付を受けることができないにもかかわらず、不正な手段によ

り介護休業給付の支給を受け、または受けようとした場合（実際に受けたか否かを

問いません。）は、不正受給の処分を受けることとなります。 

このような場合、不正受給した金額の３倍の金額を納めなければならず、これら

の支払いを怠った場合は、財産の差し押さえが行われる場合がありますので、支給

申請書の記載内容をよくお確かめのうえ、ご提出をお願いします。 

また、事業主が虚偽の支給申請書等を提出した場合等は、事業主も本人と連帯し

て処分等を受けることとなります。 
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[例示説明] 

・令和 5 年 11 月 5 日に介護休業

・賃金締切日が各月末日 

を開始する場合 

 

５ 支給申請書等の記載例について

 

 

 

 

 

雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書の記入例  
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8
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30

31

31
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31

31

30

31

31

28

31

31

30

4

3

2

1

12

9

8

7

6

5

10

111 24,000

230,000

230,000

230,000

230,000

230,000

230,000

4

9

8

7

6

5

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

1211

適用　優子

所沢市並木６－34
３５９－0004

020 8809 － X098042

株式会社 労働保険 立川支店
立川市錦町１－19－１

東京都千代田区霞が関１－１１

代表取締役　保険智

949－ － 9809

ﾃｷﾖｳ　ﾕｳｺ 令和

令和

5 5114 9 0 0   0 0 0 1 1 1   1

　雇用保険法施行規則第14条の　第１項の規定により被保険者の介護又は育児のための休業又は所定労働時間短縮開始時の賃金の届出を行う場合は、当該賃金の支払の状況を明
らかにする書類を添えてください。
　本手続きは電子申請による申請が可能です。
　なお、本手続きについて、社会保険労務士が事業主の委託を受け、電子申請により本届出書の提出に関する手続きを行う場合には、当該社会保険労務士が当該事業主から委託を受け
たものであることを証明するものを本届出書の提出と併せて送信することをもって、当該事業主の電子署名に代えることができます。
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⑦｢休業を開始した日の前日に離職したとみなした場合の被保険者期間算定対象期間｣ 

・｢休業を開始した日｣欄は、④欄の休業を開始した日を記入してください。 
・休業開始した日から遡って賃金支払基礎日数が11日以上または、賃金の支払いの基礎とな

　った時間数が80時間以上ある月を2年間記入しますが、11日以上または、賃金の支払いの

　基礎となった時間数が80時間以上ある被保険者算定対象期間を直近より12か月以上記入が

　あれば以下は記入を省略できます。

　（※当該記入方法については、離職票への記入方法に準じた取り扱いをお願いいたします。

　（45ページ参照））

⑨｢賃金支払対象期間｣ 

・最上段には休業を開始した日の直前の賃金締切日の翌日から、休業を開始した日の前日ま

　での期間を記入し、以下順次さかのぼって賃金締切日の翌日から賃金締切日までの期間を

　２年間記入しますが、完全月で⑩欄の基礎日数が11日以上の月を６か月以上記入する必要

　があります。６か月に満たない場合は、賃金の支払いの基礎となった時間数が80時間以上

　の月も記入する必要があります。 
　（※当該記入方法については、離職票への記入方法に準じた取り扱いをお願いいたします。

　（45ページ参照）） 

⑬｢賃金に関する特記事項｣ 

・３か月以内の期間ごとに支払われる賃金(特別の賃金)について記入してください。 
・該当がない場合には斜線を引いてください。 

  ④｢休業を開始した日の年月日｣ 

・被保険者が対象家族の介護をするための休業を開始した日を記入してください。 

⑩｢⑨の基礎日数｣ 

・⑨欄の期間における賃金支払の基礎となった日数を記入してください。 
・有給休暇の対象となった日、休業手当の対象となった日を含みます。 

⑪｢賃金額｣ 

・月給者は Ａ 欄に、日給者は Ｂ 欄に記入しますが、日給者で月単位で支払われる賃金

　(家族手当等)は Ａ 欄に記入し、合計額を計欄に計上してください。 
・Ａ 欄、又は Ｂ 欄の記入のみで足りる場合は、計欄の記入は省略して差し支えありま

　せん。記入しない欄は斜線を引いてください。

⑫｢備考｣ 

・⑦欄から⑪欄の参考となることを記入してください。 
　例・賃金未払いがある場合 
・出産、傷病等で引き続き 30 日以上賃金の支払がない場合 
・休業手当が支払われたことがある場合 
・休業開始日が令和２年８月１日以降であって、⑧欄の基礎日数が 11日以上の月が 12か月

　以上ない場合、または、⑩欄の基礎日数が 11日以上の完全月が６か月ない場合は、⑧欄

　及び⑩欄の基礎日数が 10 日以下の期間について、当該期間における賃金支払の基礎とな

　った時間数を記入してください。

⑧｢⑦の期間における賃金支払基礎日数｣ 

・⑦欄の期間における賃金支払の基礎となった日数を記入してください。 
・有給休暇の対象となった日、休業手当の対象となった日を含みます。
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介護休業給付金支給申請書の記入例 

○○

6

6

6

6
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介護休業給付金支給申請書の記入例 

○○

6

6

6

6

 

 19、22、25「支払われた賃金額」 

 26「介護休業終了日」 

「事業所名(所在地・電話番号)事業主氏名」 

・記載事実の誤りのないことを証明してください。 

17、20、23「支給対象期間」 

・それぞれの支給対象期間の初日及び末日を記入してください。 

・介護休業期間が 3 か月未満のとき記入してください。 

「申請者氏名」 

・被保険者本人が氏名を記載してください。 
　ただし、申請内容等を事業主等が被保険者に確認し、合意のもと「記載内容に関する確認書・

　申請等に関する同意書」を作成・保存することで被保険者氏名の記載を省略することができ

　ます。その場合、申請者氏名欄における署名は、「申請について同意済み」と記載してくだ

　さい。（205ページ参照）

「備考」 

備考欄に、賃金締切日・支払日、通勤手当について記入してください。 

・17、20、23 欄に記入した支給対象期間において、支払われた賃金の額を記入してください。 
・なお、その賃金は、介護休業期間外を対象とした賃金の額を含めないでください。 

18、21、24「全日休業日数」 

・17、20、23 欄に記入した支給対象期間において全日にわたって介護休業している日(日曜日、

　祝日等のような所定労働日以外の日も含みます。)の数を記入してください。 

27「終了事由」 

・26 欄の介護休業終了日に記入した場合は、27 欄の終了の理由コードを番号で記入してくだ
　さい。 

「払渡希望金融機関指定届」 

・｢名称｣欄には、介護休業給付の払渡しを希望する金融機関の名称及び店舗名を記入してください。 
・｢口座番号、記号番号｣欄には、被保険者本人の名義の通帳の口座、記号番号を記入してください。 
 
※ 最近新設された金融機関の店舗や小規模な出張所など一部の金融機関については、登録さ

　れていない場合もありますで、ご利用になる場合はあらかじめハローワークにご相談くださ

　い。

１「介護休業被保険者の個人番号」 

・被保険者の個人番号（マイナンバー）を記入してください。 
 

・介護対象家族の個人番号（マイナンバー）を記入してください。住民票記載事項証明書等の

　添付いただく場合は記載不要です。

 ９「介護対象家族の個人番号」 
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○ 介護休業給付に関するＱ＆Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 介護休業の期間は２週間以上である必要はありません。 

ここでいう「２週間」とは、介護休業の対象となる期間ではなく、あくまでもお父さ

んが常時介護を必要とする期間をいうものであり、その期間中には病院等への入院や他

の介護者による介護が行われ、被保険者本人が介護休業を取得する必要がない可能性も

あります。 

このため、10日間だけ介護休業を取得し、介護休業給付を受給することも可能です。 

 

 

 

 

 

 

  Ａ 同じ対象家族については、要介護状態が変わった場合であっても、93日を超えて介

護休業給付金の支給を受けることはできません。 

 

 

 

 

 

  Ａ それぞれ、支給要件を満たせば支給可能です。 

Ｑ 「２週間以上の常時介護が必要な状態」は？  

父が３か月ほど介護の必要な状態になるのですが、最初の 10日間介護をすれば、

その後は病院に入院して看護を受けられるため、10日間のみ介護休業を取得したい

と考えています。 

介護休業は、２週間以上にわたり常時介護を必要とする対象家族を介護するため

の休業とのことですが、10日間だけでは介護休業を取得し、介護休業給付を受給す

ることはできないのでしょうか。 

 

Ｑ  同じ対象家族について、93日分介護休業給付金を受給しましたが、さらに、同

じ対象家族について、要介護状態が変わったため再び介護休業を取得した場合、

再度 93日を限度に３回まで支給を受けることは可能でしょうか。 

Ｑ  同じ対象家族について、複数の被保険者が同時に介護休業を取得した場合、そ

れぞれに介護休業給付金を受けることは可能ですか。 
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○ 介護休業給付に関するＱ＆Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 介護休業の期間は２週間以上である必要はありません。 

ここでいう「２週間」とは、介護休業の対象となる期間ではなく、あくまでもお父さ

んが常時介護を必要とする期間をいうものであり、その期間中には病院等への入院や他

の介護者による介護が行われ、被保険者本人が介護休業を取得する必要がない可能性も

あります。 

このため、10日間だけ介護休業を取得し、介護休業給付を受給することも可能です。 

 

 

 

 

 

 

  Ａ 同じ対象家族については、要介護状態が変わった場合であっても、93 日を超えて介

護休業給付金の支給を受けることはできません。 

 

 

 

 

 

  Ａ それぞれ、支給要件を満たせば支給可能です。 

Ｑ 「２週間以上の常時介護が必要な状態」は？  

父が３か月ほど介護の必要な状態になるのですが、最初の 10日間介護をすれば、

その後は病院に入院して看護を受けられるため、10日間のみ介護休業を取得したい

と考えています。 

介護休業は、２週間以上にわたり常時介護を必要とする対象家族を介護するため

の休業とのことですが、10日間だけでは介護休業を取得し、介護休業給付を受給す

ることはできないのでしょうか。 

 

Ｑ  同じ対象家族について、93日分介護休業給付金を受給しましたが、さらに、同

じ対象家族について、要介護状態が変わったため再び介護休業を取得した場合、

再度 93日を限度に３回まで支給を受けることは可能でしょうか。 

Ｑ  同じ対象家族について、複数の被保険者が同時に介護休業を取得した場合、そ

れぞれに介護休業給付金を受けることは可能ですか。 

【参考様式】 

介 護 休 業 申 出 書 

 

人事部長         殿 

［申出日］ 令和   年   月   日 

［申出者］      部     課  

  氏 名       

            

私は、育児・介護休業等に関する規則（第○条）に基づき、下記のとおり介護休業の申出をします。 

 

記 

 
１ 休業に係る家族の状況 （1）氏名  

（2）本人との続柄 
 

（3）介護を必要とする理由 
 

 

２ 休業の期間 令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

（職場復帰予定日  令和  年  月  日） 

３ 申出に係る状況 （1）休業開始予定日の２週間前

に申し出て 

いる・いない → 申出が遅れた理由 

［              ］ 

 

（2）１の家族について、これまで

の介護休業をした回数及び日数 

 

 

回    日      

（3）１の家族について介護休業

の申出を撤回したことが 

ない・ある（  回） 

 →既に２回連続して撤回した場合、 

再度申出の理由 

［              ］ 
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